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　平成 26 年度決算においては、全会計（一般会計と4 特別会計）合計の財務諸表（貸借対照表、正味財産
増減計算書）と、各会計別にそれぞれ内訳表を作成している。また、財産目録を作成している。
　なお、収支計算書についても参考として作成している。

⒈ 貸借対照表

⑴資産の部
　「未収会費・加入金」は、未収会費16 件1,941千円、「未収金」は紛争解決負担金、行政協力事務受託費
で 2,692 千円、「前払費用」は本部・支部の家賃等前払分で15,412 千円、「前払金」は講習会場費、地区協
議会会場費、切手・証紙・回数券期末残高で3,780 千円、「貯蔵品」は平成 27年度使用予定の講習教材で
46,054千円、「棚卸商品」は業務用書式、貸金業関係法令集で4,696 千円などとなっており、流動資産合計
は707,996千円で、前年度に比し73,260 千円増額となった。この主な要因は「普通預金」に講習受講料（平
成 27年度分）の前受金 224,148千円が入金となったためである。
　また、固定資産の「基金」は加入金当期繰入額 10,800 千円を含め213,110 千円、「長期活動目的特定資
産」は、前年度と変わらず 2,684,178千円、「退職給付引当資産」は、当期取崩額 58,671千円、当期資産化額
10,000 千円で184,783千円となっており、固定資産合計 3,314,335 千円で、前年度に比し31,227千円減額と
なった。資産合計は4,022,331千円で前年度に比し 42,032 千円増額となった。

⑵負債の部
　「未払金」は、委託費、未払賞与（夏期賞与分）などで一般会計分101,864千円、特別会計分11,231千円の
合計113,095 千円となっており、また、「前受金」は登録講習受講料27年度分で 224,148千円、「未払法人税
等」は法人住民税均等割で3,472 千円、流動負債合計は、348,827千円で前年度に比し174,486 千円増額と
なった。
　固定負債の「退職給付引当金」は役員退職慰労引当金を含め、当期取崩 58,671千円、当期引当46,071
千円で 261,648千円となったことから、「固定負債合計」347,581千円で前年度に比し3,325 千円増額となり、
負債合計は、696,408千円で前年度に比し177,812 千円増額となった。

⑶正味財産の部
　基金が 213,110 千円、指定正味財産が 2,684,178千円、一般正味財産が428,634千円で、「正味財産合計」
は 3,325,923千円となった。

平成26年度　財務諸表及び財産目録
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①貸借対照表　（平成 27 年 3月31日現在） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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②貸借対照表内訳表　（平成 27 年 3月31日現在） （単位：千円）
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⒉ 正味財産増減計算書

　経常収益計は、1,684,410 千円となっており、うち一般会計は1,534,217千円で、大半を占める「受取会費」
は1,486,283千円、紛争解決手続負担金収益は40,704千円となった。
　特別会計については、「物品販売収益」は 5,551千円、「試験受験料収益」は 98,166 千円（＠ 8,500×
11,549人）、「主任者登録手数料収益」は11,191千円（＠ 3,150×3,553人）、「主任者講習受講料収益」は
35,020 千円（＠15,940×2,197人）となった。
　経常費用は、事業費1,431,926 千円、管理費395,542 千円、計1,827,468千円となった。
　事業費の「給料手当」は 740,641千円で、期中の退職職員等により、前年度に比し、19,808千円の減額と
なった。
　「委託費」は118,537千円で、一般会計はアンケート調査などで合計48,312 千円となっており、特別会計
は、業務委託費用などで合計 70,224千円となっている。
　「カウンセリング賛助会費」は、日本クレジットカウンセリング協会へ、前年度に比し 5,000 千円減額の
110,000 千円を拠出した。
　「賃借料」は支部事務所賃借料等で105,807千円となっている。
　管理費の「役員等報酬」は 83,361千円、「給料手当」は、管理部門担当職員分 89,983千円となっている。
　「賃借料」は一般会計負担分本部事務所賃借料で 88,300 千円となった。
　この結果、当期経常増減額はマイナスの143,058千円、うち一般会計は、マイナスの73,558千円となった。
　当期経常外増減額はマイナスの 49 千円となった。
　これにより、「当期一般正味財産増減額」は、マイナスの146,579 千円、「基金」については、当期加入金繰
入により10,800 千円増額となり、正味財産期末残高は 3,325,923千円となった。
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①正味財産増減計算書 （平成 26 年 4月1日から平成 27 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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 （単位：千円）
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②正味財産増減計算書内訳表 （平成 26 年 4月1日から平成 27 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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⒊ 財務諸表に対する注記

⑴重要な会計方針
　「公益法人会計基準」（平成 20 年 4月11日、平成 21年10月16日改正内閣府公益認定等委員会）を採用 
している。

①棚卸資産の評価基準及び評価方法
　棚卸商品については最終仕入原価法による。

②固定資産の減価償却の方法
　定額法による減価償却を実施している。
　 　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引で、平成20

年3月31日以前の契約については通常の賃貸借処理とし、同4月1日以降の契約については新会計基準による。

③引当金の計上基準
　退職給付引当金  .............. 職員に対する引当金のほかに、常勤役員等に対する退職慰労引当金を含み、そ

 れぞれの計上基準は、退職金規程及び常勤役員等退職慰労金規則に基づく期
 末要支給額に相当する金額を計上している。

④消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

⑵特定資産の増減額及びその残高
　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

（注1）	 長期活動目的特定資産については、旧各協会等からの寄付のうち、将来の活動のために留保しておく資	
	 産である。
（注2）	 退職給付引当資産については、将来の退職給付のために留保した資産である。



平成 26 年度 年次報告書 85

第
１
編　

協
会
活
動
報
告

第
２
編　

財
務
報
告

第
３
編　

資
料

  ｜ 第２編 財務報告 ｜

⑶特定資産の財源等の内訳
　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：千円）

⑷固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

⑸未収会費・加入金の内訳 （単位：千円）

未収会費

平成26年度上期以前 372

平成26年度下期 1,569

合計 1,941

※退会・除名・廃業・不更新・取消業者に係る未収会費・加入金は含まない。

⑹基金の増減額及びその残高
　基金の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：千円）

（注）	 基金については、会員の加入金であり、定款第66条の定め及び経理規則第31条に基づき、基金として
	 受け入れている。
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⒋ 附属明細書

⑴基金及び特定資産の明細
　財務諸表に対する注記に記載のとおりである。

⑵引当金の明細 （単位：千円）

⒌ 財産目録

財産目録 （平成 27 年 3月31日現在） （単位：千円）
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⒍ 収支計算書（参考）

①収支計算書（平成 26 年 4月1日から平成 27 年 3月31日まで） （単位：千円）
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② 収支計算書内訳表（平成 26 年 4月1日〜平成 27 年 3月31日まで） （単位：千円）
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 （単位：千円）
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⒎ 収支計算書に対する注記

⑴資金の範囲
　資金の範囲には、現金、普通預金、定期預金、未収会費・加入金、未収金、前払費用、前払金、仮払金、貯蔵
品、棚卸商品、未払金、仮受金、前受金、源泉所得税預り金、社会保険料等預り金、未払消費税等、未払法人
税等を含めている。
　なお、前期末及び当期末残高は、下記⑵に記載するとおりである。

⑵次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 （単位：千円）

（注1）	 未払金期末残高には、未払賞与相当額（前期75百万円、当期70百万円）が含まれる。




